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東日本大震災復興特別区域法―制度概要及び本県の取組― 

１ 制度概要 

○ 平成 23 年 12 月 26 日 

  東日本大震災復興特別区域法（以下「法」という。）施行 

○ 平成 24 年１月６日 

法第３条に基づく「復興特別区域基本方針」閣議決定 

○ 法に規定された３つの計画は、必要に応じて作成し、認定等を受けることによ

り法に基づく特例措置等の活用が可能となるもの。 

 

図１：法の枠組みイメージ 

東日本大震災復興特別区域法の枠組み

復興特別区域としての計画作成ができる地方公共団体
の区域

本県においては、全市町村が対象区域

内閣総理大臣の認定 内閣総理大臣への提出
計画の公表

・住宅、産業、まちづくり、医療・福
祉等の各分野にわたる規制、手
続の特例
・雇用の創出等を強力に支援する
税制上の特例措置
・利子補給

土地利用再編のための特例

・事業に必要な許可の特例
・手続のワンストップ処理
・新しいタイプの事業制度の活用

復興地域づくりを支援する
新たな交付金（復興交付金）

・４０のハード補助事業を一括化
・使途の緩やかな資金を確保
・地方負担を全て手当て
・執行の弾力化・手続の簡素化

国と地方の
協議会

・地域からの新たな
特例の提案等につ
いて協議
・県ごとに設置
・現地で開催
・復興庁が被災地の
立場に立って運営

特例の追加・充実

•必要に応じ、公聴会、公告、縦覧
•復興整備協議会で協議・同意

復興推進計画

個別の規制、手続の特例や税制
上の特例等を受けるための計画

県、市町村が単独又は共同で作成
民間事業者等の提案が可能

復興整備計画

土地利用の再編に係る特例許
可・手続の特例等を受けるための
計画

市町村が単独又は県と共同で作
成

復興交付金事業計画

交付金事業（著しい被害を受けた
地域の復興のための事業）に関
する計画

市町村が単独又は県と共同で作
成

平成２３年１２月２６日施行

復興特別区域基本方針
（平成２４年１月６日閣議決定）

【主な内容】
・復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項
・復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進のために政府が着実に実施すべき地方公共団体に
対する支援その他の施策に関する基本的な方針
・復興推進計画の認定に関する基本的な事項
・復興特別区域における特別措置 等
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【３つの計画の概要】 

計画区分 計画の趣旨 作成主体 

復興推

進計画 

個別の規制・手続の特例や税制上の特例を受けるための計画 

 

特定地方

公共団体※

１が 単 独

又は共同 

復興整

備計画 

土地利用の再編等による復興整備事業を迅速に行うための特

例許可、手続のワンストップ化、新たな事業制度の活用等の

特例を受けるための計画 

 

特定地方

公共団体

の市町村

が単独又

は都道県

と共同※２ 

復興交

付金事

業計画 

著しい被害を受けた地域の復興に必要な交付金に関する事業

計画 

 

特定地方

公共団体

の市町村

が単独又

は都道県

と共同※２ 

※１ 特定地方公共団体とは、東日本大震災に際し、災害救助法が適用された市町村等を全部

又は一部の区域とする地方公共団体を指す。 

本県は、県内 33 市町村全て及び県が特定地方公共団体であること。 

※２ 県は、単独で計画を作成できないこと。 

東日本大震災復興交付金 
ア）基幹事業 
  被災地方公共団体の復興地域づくりに必要なハード事

業を幅広く一拢化（５省４０事業） 
イ）効果促進事業（基幹事業に関連して自主的かつ主体的

に実施する事業） 
  使途の自由度の高い資金により、ハード・ソフト事業

ニーズに対応 

ア）土地利用再編等における特例許可の例 
・市街化調整区域における開発許可基準の緩和 
・農地転用手続きの緩和 
イ）手続のワンストップ化 

復興整備協議会での協議を経た場合は、都市計画法の
開発許可、農地法の農地転用許可、保安林の開発許可等
事業に必要となる複数の許可手続きをワンストップで処
理 

ウ）新たな事業制度の例 
・宅地・農地一体整備事業の創設 
・防災集団移転促進事業の拡充 

法に定められた特例措置の例 
・建築基準法における用途制限に係る特例 
・公営住宅等の整備に係る入居者資格要件の緩和 
・食料供給等施設の整備について、農地転用許可や林地開

発許可に係る手続の一元化及び優良農地での整備を可能
とする特例 

・被災地における医療機関・介護施設等に係る基準等の特
例 

・復興産業集積区域における新規立地促進税制 
・復興居住区域における被災者向け優良賃貸住宅の特別償

却・税額控除 
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２ 本県における復興特区制度の活用の考え方 

(1) 復興特区プロジェクト・チームの設置 

① 設置目的 

東日本大震災津波からの迅速な復興に資するため、関係市町村との十分な調

整の下、法に基づく計画を迅速に策定し実行することを目的とする。 

 

② 設置日及び設置期間 

 ○ 設置日  平成 23 年 12 月 26 日 

 ○ 設置期間 平成 23 年 12 月 26 日～平成 24 年 3 月 31 日 

 

③ 所掌事務 

ア）法に基づき県が策定する復興推進計画、復興整備計画及び復興交付金事業

計画（市町村と共同して策定するものを含む。以下「復興計画」という。）の

策定に関すること。 

イ）復興計画の国への認定申請等に関すること。 

ウ）復興計画の実行に関する庁内調整に関すること。 

エ）その他特に命じられた事項に関すること。 

 

④ チームの構成 

総務部、政策地域部、環境生活部、保健福祉部、商工労働観光部、農林水産

部、県土整備部、復興局の職員から構成する計 16 名体制 

 

 

表１：復興特区プロジェクト・チームの構成 

部   局 構成員数 備         考 

総 務 部 １名  

政 策 地 域 部 ２名  

環 境 生 活 部 １名  

保 健 福 祉 部 １名  

商工労働観光部 １名  

農 林 水 産 部 １名  

県 土 整 備 部 １名  

復 興 局 ８名 構成員数には、班長及び副班長各１名を含む。 
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(2) ３つの計画の取組概要 

① 復興推進計画（詳細説明：項目３） 

法に規定された規制・手続の特例、税・金融上の特例措置の早期活用を図る

復興推進計画の作成に向け、復興特区プロジェクト・チームの下に「まちづく

り」「産業再生」「再生可能エネルギー」「保健・医療・福祉」の４つの検討部会

を設置し、市町村のニーズを把握しながら計画に盛り込む内容を検討 

 

② 復興整備計画 

○ 市町村で行っている復興整備事業の対象事業の選定や各種特例の検討結果

を踏まえ、復興整備計画の作成を予定する市町村を支援 

○ 適用しようとする特例内容に応じ、県関係課・国の関係機関との調整や、

復興整備協議会の開催・運営するなど市町村を支援 

 

③ 復興交付金事業計画（詳細説明：項目４） 

県が交付対象となる復興交付金事業の実施が予定される市町村について、市

町村と県との共同計画を作成するため、県事業の整理や対象市町村との調整等

を実施 

 

図２：３つの計画の取組イメージ 

復興交付金事業計画

交付金事業（著しい被害を受けた
地域の復興のための事業）に関
する計画

復興整備計画

土地利用の再編に係る特例許
可・手続の特例等を受けるための
計画

東日本大震災復興特別区域法に基づく復興特区制度の活用の考え方

復興特別区域としての計画作成ができる地方公共団体
の区域

本県においては、全市町村が対象区域

復興推進計画

個別の規制、手続の特例や税制
上の特例等を受けるための計画

県、市町村が単独又は共同で作成
民間事業者等の提案が可能

市町村が単独又は県と共同で作
成

市町村が単独又は県と共同で作
成

内閣総理大臣の認定
•必要に応じ、公聴会、公告、縦覧
•復興整備協議会で協議・同意 内閣総理大臣の認定

計画の公表

・住宅、産業、まちづくり、医療・福祉等
の各分野にわたる規制、手続の特例

・雇用の創出等を強力に支援する税制
上の特例措置
・利子補給

土地利用再編のための特例
・事業に必要な許可の特例
・手続のワンストップ処理
・新しいタイプの事業制度の活用

復興地域づくりを支援する
新たな交付金（復興交付金）

・４０のハード補助事業を一括化
・使途の緩やかな資金を確保
・地方負担を全て手当て
・執行の弾力化・手続の簡素化

国と地方の
協議会

・地域からの新たな
特例の提案等につ

いて協議
・県ごとに設置
・現地で開催
・復興庁が被災地の
立場に立って運営

特例の追加・充実

岩手復興特区を基に、「まちづく
り」「産業再生」「再生可能エネル
ギー」「保健・医療・福祉」をテーマ
とし、各市町村の特例活用の意向
を踏まえた復興推進計画を県と市
町村共同で作成する方向。

各市町村における復興のまち・地
域づくりを進めるために必要な復興
整備事業や各種特例等を踏まえ、
県として、復興整備事業の円滑で
迅速な実施に向けた市町村復興整
備計画の作成を支援。

県が交付対象となる復興交付金
事業の実施が予定される市町村
において、各市町村と県が共同に
より復興交付金事業計画を作成
する方向。

本
県
に
お
け
る
制
度
活
用
の
考
え
方

県と市町村が連携し、計画を作成

新たな特例
の提案
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３ 復興推進計画の取組状況 

(1) 認定を目指すテーマ 
区分 目的 計画に盛り込む特例措置（予定） 申請時期（予定） 

ま ち づ く
り 

① 被 災 者 の
住宅の確保 

①復興居住区域における被災者向
け優良賃貸住宅の特別償却・税額
控除 

【目標】24 年度早期 
※ 市町村の具体的な土

地利用計画を踏まえて、
復興居住区域を設定 

②住宅の確保に関する規制・手続の
特例 
ア）公営住宅の入居資格要件の特

例措置の延長 
イ）公営住宅入居者等への譲渡処

分要件の緩和 
・耐用年数の 1/4→1/6 
・譲渡対価を地域住宅計画に基

づく事業に充てることを可
能とする 

ウ）公営住宅の用途廃止等に関す
る手続の簡素化 

【目標】24 年度 
※１ 市町村の具体的な

土地利用計画や災害公
営住宅の整備計画等を
踏まえて申請を行う必
要がある。 

※２ ※１により、必要な
特例を適時に活用でき
るよう市町村の状況に
応じて申請を行う。 

② 復 興 ま ち
づ く り の
推進 

①復興建築物の建設に係る規制・手
続の特例 
ア）建築基準法における用途規制

の緩和 
イ）特別用途地区における建築物

整備に係る手続の簡素化 
ウ）応急仮設建築物の存続期間の

延長 
②まちづくりと一体となった公共

交通機関の整備 
ア）バス路線の新設・変更等に係

る手続の特例 
イ）鉄道ルートの変更に係る手続

の特例 

【目標】 
①の特例：未定 

※市町村の土地利用方針
等による影響を勘案し、
特例を必要とする市町
村の状況を踏まえて認
定申請時期を検討 

②の特例：必要に応じて申請 
※特例を必要とする市町

村の状況を踏まえて、認
定申請時期を検討 

産業再生 ① 産 業 の 集
積 等 に よ
る 雇 用 機
会 の 確
保・創出及
び 地 域 特
性 を 生 か
し た 産 業
の振興 

①復興産業集積区域における税制
の特例 
ア）被災地の雇用機会の確保のた

めの税制上の特例措置 
イ）地方税の課税免除又は不均一

課税を行った地方団体に対す
る減収額補てん 

②医療機器製造販売等に係る特別
措置 

③復興特区支援利子補給金 
・事業に必要な資金の融資に対す

る利子補給 

特例措置欄記載①及び②に
ついて 
平成 24 年 2 月 6 日認定申

請 

特例措置欄記載③について 
具体的事案を踏まえて、利
子補給を実施する金融機
関を構成員とした協議会
を設立→現在申請中の推
進計画の変更申請 

② 工 場 等 早
期再建・新
規 立 地 の
促進 

①工場立地に関する規制・手続の特
例 
ア）建築基準法における用途規制

の緩和 
イ）特別用途地区における建築物

整備に係る手続の簡素化 
ウ）応急仮設物の存続期間の延長 
エ）食料供給基地の実現に資する

食料供給等施設整備に係る特
例 
・優良農地であっても転用を許

可 
・農地転用、林地開発許可の手

続のワンストップ化 

【目標】必要に応じて申請 
※１ 特例を必要とする

市町村の状況を踏まえ
て、認定申請時期を検討 

※２ 特例①ウ)について
は、現状の存続期間２年
３か月 
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区分 目的 計画に盛り込む特例措置（予定） 申請時期（予定） 
再 生 可 能
エ ネ ル ギ
ー 
 
 

① 再 生 可 能
エ ネ ル ギ
ー の 導 入
促進 

①太陽光、風力、地熱等県内に豊富
にある多様な再生可能エネルギ
ー資源の活用に向け、必要となる
特例措置を検討 

【目標】 
① 地域協議会設置 
↓ 平成 24 年 3 月 15 日 
② 国と地方の協議会 
↓ 平成 24 年 4 月～5 月 
③ 認定申請 
  ②による協議が整い次

第 
保 健 ・ 医
療・福祉 

①保健、医療
及 び 福 祉
サ ー ビ ス
提 供 体 制
の再構築 

①被災地の医療・介護サービス確保
のための特例措置 

②被災地の薬局や介護施設等の早
期復旧のための特例措置 

平成 24 年 1 月 31 日認定申請 
平成 24 年 2 月 9 日認定 

①保健・医療・福祉サービス提供体
制の再構築を迅速かつ効率的に
進めるために必要となる特例措
置を検討 

【目標】必要に応じて申請 
※市町村及び事業者等の

ニーズを踏まえて検討 

確 定 拠 出
年 金 法 の
特例 
 
 

① 被 災 者 の
生 活 再 建
及 び な り
わ い の 再
生 に 向 け
た 確 定 拠
出 年 金 の
脱 退 一 時
金の活用 

①確定拠出年金制度からの中途脱
退要件の緩和 

【目標】３月 

※１ 網掛け項目については、認定申請済み。 

   申請概要については、「（2）既に認定申請を行った復興推進計画」に記載。 

※２ 地域の復興に向けた取組状況に応じて、本表記載内容について変更が生ずる場合がある

こと。 
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(2) 既に認定申請を行った復興推進計画 

① 保健・医療・福祉 

ア）認定申請書提出  平成 24 年１月 31 日 

イ）認定日      平成 24 年２月９日 

保健・医療・福祉復興推進計画の概要 

（1）復興計画作成主体 

岩手県 

（2）目標 

東日本大震災津波による本県の医療及び福祉サービス提供体制への被害、地域医療

の再生、高齢化の進展の状況を鑑み、本県の被災地の復興のために住民の生活に必要

不可欠な保健、医療及び福祉サービス体制の再構築を迅速かつ効率的に進めて行く。 

また、医療及び福祉サービスの本格的な再開が、まちに住民が戻ってくる「呼び

水」となり、被災地の新たなまちづくりや産業振興に寄与する。 

 

（3）目標を達成するために行う事業 

事業名 特例措置の概要 
実施区域（計画
で定める区域） 

地域医療確保事業 医療機関に対する医療従事者の配置

基準の特例 

岩手県全域 

薬局等整備事業 薬局等整備に対する構造設備基準の

特例 

沿岸 12 市町村 

訪問リハビリテーション事

業所整備推進事業 

指定訪問リハビリテーション事業所

等の開設者要件の緩和 

沿岸 12 市町村 

介護予防訪問リハビリテー

ション事業所整備推進事業 

介護老人福祉施設等整備推

進事業 

介護老人福祉施設等の医師の配置基

準の緩和 

沿岸 12 市町村 

介護老人保健施設整備推進

事業 

 

【目標を達成するために推進する取組の内容】 

① 被災地医療の確保 

沿岸被災地の住民が必要な医療を受けられるよう、内陸部等の病院による患者の受入れ

や医師確保が困難な病院の運営を支援する。 

② 被災地住民の健康維持 

沿岸被災地の医療提供体制の復旧を図るとともに、住民のセルフメディケーション（自

己治療）を支えるため、沿岸被災地における薬局及び一般用医薬品を販売する店舗の整備

を推進する。 

③ 被災地の介護・福祉サービスの確保 

沿岸被災地における高齢者等の要援護者が安心して生活できるよう、指定訪問リハビリ

テーション事業所、介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護予防訪問リハビリ

テーション事業所における介護・福祉サービスの継続を支援するとともに、当該施設の新

たな整備を推進する。 

 

ウ）特例措置の適用基準 

「岩手県保健・医療・福祉復興推進計画に基づく復興推進事業の運用ガイ

ダンス」の公表（平成 24 年２月 29 日） 

エ） 今後の予定 

地域状況を踏まえて、新たな特例措置等の検討を行い、認定計画内容の変

更や特例の追加など計画の充実を図る。 
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② 産業再生 

ア）認定申請書提出  平成 24 年２月６日 

イ）認定日      復興庁において計画内容審査中 

岩手県産業再生復興推進計画の概要 

１ 計画の特徴 

産業の集積等による雇用機会の確保・創出を図るとともに、地域の特性を生かし

た産業を振興することにより、被災地域の経済の活性化を図ることを目的として、

復興特区法第３章第２節に規定する産業集積に係る税制上の特例措置等を有効に

活用するために計画したもの。 

【主な特例措置】 

（１）被災地の雇用創出を促進するための税制上の特例措置 

（２）地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 

（３）医療機器製造販売業等に係る特例措置 

２ 計画作成主体 

岩手県（市町村の意見を聴取した上で、県が計画を作成し認定申請を行うもの） 

３ 計画の概要 

(1) 計画地域の設定 

地域区分 左記の定義 地域設定の概要 

復興産業 

集積区域 

復興推進計画の目標を達成する

ために産業集積の形成及び活性

化の取組を推進すべき区域 

産業集積に適した区域であって、次

のいずれかに該当すること。 

①雇用等被害地域と日常的に取引関

係がある又は見込まれる企業・産

業が集積しており、雇用等被害地

域の産業の活性化に寄与する区域 

②雇用等被害地域から通勤可能な距

離にあり、東日本大震災による離

職者の雇用に寄与する区域 

 

うち 

雇用等被害 

地域 

東日本大震災により多数の被災

者が離職を余儀なくされ、又は

生産活動の基盤に著しい被害を

受けた地域 

沿岸 12 市町村 

  計 ３３市町村 ２２９区域 ※ 

(2) 産業集積を目指す対象業種（主な業種） 

・ 食産業・水産加工業 

・ 観光関連産業 

・ 木材関連産業 

・ 自動車関連産業 

・ 半導体関連産業 

・ 医療機器関連産業 

    ※ 主要関連業種も集積の形成及び活性化を目指す業種として設定。 

※ 復興産業集積区域数等については、今後、認定 

までの間に修正となることがある。 

 

ウ）今後の予定 

○ 早期認定に向け、復興庁の助言の下、必要な調整を図る。 

○ 認定後にあっては、認定計画内容の変更や特例の追加など計画の充実を

図る。 
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４ 復興交付金事業計画の提出状況 

(1) 第１回事業計画の状況（１月 31 日提出） 

① 計画額 

（単位：百万円） 

区分 

計画事業費（平成 23 年度～27 年度）  

 うちＨ23・24 年度計画事業費 

 うち、国費相当額 

共同計画※ 543,752 99,953 81,122 

一関市（市単独計画） 242 242 163 

計 543,994 100,195 81,286 

（注１）※印については、県と沿岸 12 市町村（宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、

釜石市、大槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、普代村、野田村、洋野町）それぞれが

共同で計画を作成。 

（注２）百万円未満は切り捨てのため、合計と一致しない場合がある。 

 

② 交付可能額通知（３月２日復興庁通知） 

（単位：百万円） 

区分 

計画 

事業費 

（Ｈ23～27 年度） 

交付対象 

事業費 

（Ｈ23～25 年度） 

うち国費相当額 

 左記のうち 

Ｈ23・24 年度 Ｈ25 年度 

共同計画 543,752 95,545 79,581 60,877 18,703 

上
記
の
う
ち
市
町
村
別
の
状
況 

宮古市 110,899 13,488 11,013 7,693 3,320 

大船渡市 113,170 9,867 8,485 5,969 2,515 

久慈市 16,991 1,423 995 995 0 

陸前高田市 57,585 13,797 11,520 8,954 2,566 

釜石市 101,072 17,572 14,853 13,037 1,816 

大槌町 45,325 12,687 10,800 7,178 3,622 

山田町 34,569 7,926 6,816 4,401 2,415 

岩泉町 9,217 2,963 2,342 1,905 437 

田野畑村 26,595 9,238 7,539 6,268 1,270 

普代村 2,444 1,306 924 924 0 

野田村 22,161 4,017 3,340 2,601 739 

洋野町 3,718 1,256 948 948 0 

一関市 242 242 182 182 0 

計 543,994 95,787 79,763 61,060 18,703 

（注１）第１回配分対象となった事業に対応する額のみを掲載。 

（注２）百万円未満は切り捨てのため、合計と一致しない場合がある。 

 

○ 国における交付可能額の算定 

内閣総理大臣が交付担当大臣と協議し、必要性、効率性、事業実施の確実

性及び進捗状況等を勘案して交付可能額を通知。 

【算定のポイント】 

・ 防災集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業等速やかな対応が必要な

事業を中心に採択。 

・ 道路整備等、著しい被害を受けた地域のまちづくりとの関連性や別途の
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制度との関係等の整理が必要な事業については、第一次交付可能額通知か

ら除かれている。 

・ また、大規模防災拠点基地や面的整備事業のうち熟度が低いもの等につ

いては、緊急性・必要性を更に精査する必要があることから、第一次交付

可能額通知から除かれている。 

 

(2) 第２回事業計画の提出に向けた今後の対応等 

① 提出時期の設定 

国の提出時期は、一定期間ごとに定められる見込みであり、第２回事業計画

の提出は３月末を予定。 

② 今後の対応等 

第１回交付可能額通知で配分が見送られた事業については、内容を分析し、

事業の熟度を高めながら、採択に向けて調整を進める。 

また、関係市町村と十分に調整を図りながら、復興に必要となる事業を適時

追加していく予定。 

なお、事業計画を提出していない市町村についても、必要に応じて適時事業

計画を作成のうえ申請。 

 

 

 

図３ 復興交付金制度の概要 

（出典：「東日本大震災復興特別区域法資料」復興庁 2012 年 2 月作成） 
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